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会員が方向づける日本科学教育学会の研究

中　山　　　迅
宮崎大学

一般社団法人日本科学教育学会が船出した．この船
は，誰がどんな方法で進路を決め，どちらに進むのだ
ろうか？
本学会は会員のものであり，ステークホルダーは会
員である．会員は，学会の持ち主であり，顧客でもあ
る．しかし消費者的な顧客ではなく，その顧客は科学
教育に対する社会的責任も負う．
意思決定の最終的な決定機関は，会員が選出した代
議員による代議員総会である．議案の作成は，理事会
で行われるが，理事などの役員も代議員会で決定され，
最終的には会員の意思が反映される．手続は以上であ
るが，大切なのは学会員が共有する理念と，その実現
方法である．
学会運営において，私が最も大切にしているの
は，「会員によるイニシアチブ」である．これについ
て，年会を例に説明したい．年会論文集の執筆要項の
「執筆内容に関する留意事項」には，研究領域につい
て「日本科学教育学会の会員が関心を持つ研究領域の
研究である．」と明記されている（日本科学教育学会，
2014）．これは，本学会の研究領域は，限定されたも
のではなく，常に会員自身の研究によって決まること
を意味する．つまり，「科学教育」の範疇は，会員自
身が時代の変化や幅広い学問領域の動向を踏まえて決
める．
これを具体的に実現するための仕掛けが，年会にお
ける「課題研究」である．2010年の第34回年会までは，
課題研究には「学会企画」「実行委員会企画」「自主企
画」があった．しかし，2011年の第35回年会以降は，
これらが「課題研究」として一本化され，会員が自ら
仲間を集めて「課題」を年会企画委員会に申請し，承
認を得て年会でのセッションを実施する制度に移行し
ている．学会でどのような課題について研究すべきで
あるかを，会員自らが提案して，発表と協議の場を設
けることの意義は大きい．
近年の年会における課題研究の件数は，以下のよう
に推移している．

 2011年 東京工業大学 13課題
 2012年 東京理科大学 18課題
 2013年 三重大学 17課題
 2014年 埼玉大学 22課題
このような件数の増加は，会員自身が重要と考える
研究課題を提案し，学会に新しい研究動向をつくり出
そうとする意識の高まりの表れであり，たいへん喜ば
しい．
2014年７月にオーストラリアのメルボルンで開催
された ASERAの大会において，R. White（2014）は，
以下の５つの問いを提示した．
１．科学教育研究の主な成果は何か？
２．研究はいかなる学問モデルに従うべきか？
３．教授・学習に関する研究可能な理論は存在し得
るのか？

４．我々が研究すべき重要な変数は何か？
５．研究者は何に注意を向けるべきか？
これらは，私たちの学会にも向けることのできる問
いであるが，日本科学教育学会では，年会の課題研究
において，会員自らがこのような問いに挑戦している
と言っても良い．
2001年頃の理事会の折に，私に PDCAを教えて下
さった中村理科工業株式会社（当時）の中村久良社長
（当時）は，「トップは，方向性を示し，具体的に何を
するかは社員から提案させなければならない」という
趣旨のことを述べておられた．
私は，日本科学教育学会を，会員が提案し，会員が
考え，会員自身がつくるアクティビティの高い学会と
して，これからも発展させたい．
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